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研究要旨 

本研究班の研究成果の対外的な発信と、各テーマの議論をより発展させることを

目的に、2022 年 3 月 24 日（木）、25 日（金）の 2 夜連続で、オンラインイベント

「コロナ ELSIナイト～みんなで倫理的法的社会的課題を考える～」を開催した。成

果の発信にあたっては、障害の有無や内容にかかわらず、同等の情報が確保される

ようにする「情報保障」の考え方が重要とされることから、聴覚障害をもつ方への

情報保障として、試行的に遠隔での手話通訳・文字通訳を取り入れた。準備段階で

は、報告者・司会者間で発話や画面構成における留意点を入念に情報共有し、リア

ルタイムで滞りなく通訳と進行を進められるよう準備を整えた。 

第 1 夜は「生命・公衆衛生倫理」「法令・制度」「デジタル技術」、第 2 夜は「患

者・市民参画」、「偏見・差別」「地域包括ケア」「リスク・コミュニケーション」と、

関連性の高いテーマごとに、各テーマ 20分ずつの報告、後半に総合討議・質疑の構

成で実施した。各日ともに、テーマ間で相互に重なる論点が多く登場し、報告者間

のディスカッションを深めることができた。参加者アンケートでは、手話通訳・文

字通訳への好意的な評価や情報保障が今後さらに普及することへの期待が寄せら

れた。本イベントの開催を契機に、COVID-19 により生じうる ELSI についてひろく

社会に知見が共有されるとともに、情報保障の意義やノウハウが他のイベント運営

にも生かされることを期待する。 
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Ａ．研究目的 

 本研究班の約2年間の研究期間にわたる

活動と成果を対外的に発信するとともに、

各サブ・グループ間の議論を深める目的で、

オンラインでの成果発表イベントを実施す

る。成果の発信に際しては、「情報のやりと

りを行う際に、障害の有無や内容にかかわ

らず、実質的に同等の情報が確保されるよ

うにする」考え方を「情報保障」といい、障

害の特性に応じた配慮が求められる１）。コ

ロナ禍において、オンライン環境でのイベ

ント開催が増加したことで、遠隔地の方や、

疾病や障害など様々な理由により移動が難

しかった方も含め、より多くの人が参加し

やすくなったというメリットが挙げられる。

しかし、それでもなお、情報へのアクセスが

困難な方がいることにも配慮し、運営方針

を検討することが重要である。そこで、情報

保障の考え方に基づいた研究成果のアウト

リーチと社会との対話を実現するために、

遠隔での手話通訳・文字通訳を試行的に導

入し、ノウハウや課題点を共有することを

通じて、今後のよりよい情報保障のあり方

を検討することを目指す。 

 

Ｂ．研究方法 

1. イベントの概要 

 2022年 3月 24日（木）、25日（金）の 19

時～21 時に、2 夜連続の成果発表イベント

「コロナ ELSI ナイト～みんなで倫理的法

的社会的課題を考える～」を企画した。新型

コロナウイルス感染症の感染拡大防止、お

よび国内外に在住するより多くの方に参加

いただけるよう、オンライン会議システム

Zoomを使用したウェビナー（オンラインセ

ミナー）形式とした。相互に関連性の高いテ

ーマごとに、第 1 夜は「生命・公衆衛生倫

理」「法令・制度」「デジタル技術」、第 2夜

は「患者・市民参画」、「偏見・差別」「地域

包括ケア」「リスク・コミュニケーション」

と 2日間にわけ、各グループ 20分ずつの報

告、質疑応答・総合討論の構成とした。学術

関係者だけでなく、一般の方にも参加いた

だけるよう、イベント管理サイト Peatix（ピ

ーティックス）を利用して周知と募集を行

った（報告者等の詳細は、「資料 Peatix公

開ページ」を参照）。 

 

2. 情報保障への対応 

 Peatix を使用した参加者受付において、

視覚障害などが理由でオンラインフォーム

が使用できない方がいることを想定し、読

み上げソフトに対応したメールでの参加申

し込みを受け付けること、そのほか特別な

配慮を希望する場合は申し添えてもらうこ

ととした。 

 聴覚障害のある方への情報保障の方法に

は、手話通訳、および文字通訳（または要約

筆記）と呼ばれる、音声で聞き取った話を要

約筆記者が要約し、パソコン等で文字に書

き表して伝える方法があり ２）、いずれを希

望するかは人によって異なる。そこで、株式

会社ミライロ・コネクト（https://mirairo-

connect.jp/）に依頼し、遠隔での手話通訳

および文字通訳サービスの両方を依頼した。

文字通訳には、①Zoomの画面上における字

幕の表出、②captiOnline（キャプションラ

イ ン ） と 呼 ば れ る シ ス テ ム

（https://captionline.org/）を用いたウ

ェブブラウザへ表出、といった方法がある。

①の方法は Zoom 上の一画面で閲覧できる
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こと、②は参加者自身が、Zoom画面とは別

にタブレットやスマートフォン等のデバイ

スを用いて、任意のタイミングでスクロー

ルして字幕を閲覧できることから、利便性

を重視し、①②両方の方法を併用した。 

運営にあたっては、第 18回障害学会大会

の大会長として、先行して手話通訳・文字通

訳を取り入れたオンラインイベント運営を

実施した経験のある班員の山下幸子より運

営や司会のノウハウを提供いただき、参考

にした。また、2月 15日に班内で情報保障

に関する打ち合わせと情報交換を行い、そ

れを踏まえて以下の留意点を共有した。 

＜報告準備について＞ 

・ 同時通訳を行うため、発表者は発話の

スピードに注意し、通常よりも意識し

てゆっくりと話すこと 

・ 手話通訳者は、同時通訳の負担が大き

いために 20分ごとに交代すること、

この点も踏まえて時間管理を厳格に

行うこと 

・ 視覚障害のある方が参加されること

を念頭に、「あれ」「これ」等の指示語

の使用を避け、図表についてはわかり

やすく言葉で補足説明を行うこと 

＜当日の進行や発話について＞ 

・ 手話通訳・文字通訳の画面が小さくな

ると、見えづらくなるため、通常は報

告者または司会者の 1名のみ、総合討

論時は最大で 2 名のみがカメラをオ

ンにし、表示される画面の数が増えな

いように注意すること 

・ 報告者は司会の進行指示に従い、発言

開始時にカメラとマイクをオンにし、

発言終了時にオフにすること 

・ 発言時に毎回必ず氏名を名乗ってか

ら発話を始めること 

・ 同時に 2 名以上が話し出すことはな

いよう、発話の順番に注意すること。 

＜質疑応答について＞ 

・ 司会者もしくは報告者が Zoom の Q&A

機能に書き込まれた質問の内容を読

み上げ、音声で回答すること 

・ 視覚障害等の理由で、Zoom の Q&A 機

能が使用できない参加者には、運営の

メールアドレス宛に質問を送信して

もらうこと 

 

また、専門性の高い内容や固有名詞に関し

て通訳の精度をできるだけ高めるために、

約 1 週間前に、報告者が投影予定のスライ

ドのノート欄に説明内容もしくは読み上げ

原稿を記入したファイル、挨拶・司会原稿お

よび進行表を通訳者に共有した。当日の開

始 1時間前に、通訳者と、報告者・司会者・

運営スタッフ間の打ち合わせ、カメラのオ

ンオフや発話の練習を行い、できるだけス

ムーズな進行を行えるよう準備を整えた。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 結果 

（１）各班の発表内容と議論の概要 

＜第 1夜＞ 

 「生命・公衆衛生倫理」班からは、日本国

内のコロナ人権条約の成立および変遷に関

する検討結果が報告された。新型コロナウ

イルス感染症に特化した条例が自治体各地

でつくられた経緯、自治体独自の罰則規定

が導入された経緯に加えて、人権条例をも

うけた自治体数の時系列にみた変化と条例

の主たる対象、具体的にどのような差別的

な取り扱いの禁止が規定に盛り込まれたか
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など、調査結果と考察が示された。 

「法令・制度」班からは、新型コロナウイ

ルス感染症対策の仕組みおよび運用上の法

的課題をテーマに報告が行われた。公衆衛

生上の基本的人権の保障や民主的統制の問

題、専門家と政府の関係、国・地方関係、医

療提供体制に関して、日本とフランスとの

比較を踏まえた考察が行われた。続いて、検

疫法に基づく水際対策、感染症法に基づく

入院と自宅療養・宿泊療養、予防接種、情報

の利用の 4 点に関して、個別具体的な課題

点が提起された。 

「デジタル技術」班からは、接触者確認ア

プリの導入・活用状況、新型コロナ対策の業

種別ガイドライン、海外の人との往来や大

規模イベント再開に伴うデジタル技術、デ

ジタル関連技術に対する人々の態度に関す

る調査、の 4 点が報告された。海外各国に

おける IT活用の事例を紹介しつつ、日本に

おける感染症のデータ取得・管理のシステ

ム、本人同意をベースにした個人情報の取

り扱いがなされているという特徴が指摘さ

れた。ウェブ調査や運用の経緯を検討した

結果を踏まえて、デジタル技術の活用にお

ける複数の課題がまとめられた。 

総合討論においては、報告者のあいだで、

「法令制度」班が言及したフランスにおけ

る市民会議とワクチンパスの制度導入への

関与の程度、「デジタル技術」班のウェブ調

査における各技術への賛否の関連性につい

ての質問が交わされ、さらに行政法および

憲法学の立場から、3つの発表に関連してコ

メントが寄せられた。参加者からは、未知の

感染症への恐怖がもたらす問題、感染者の

情報公開と人権保護の両立のあり方につい

て質問があり、報告者からそれぞれ回答が

なされ、第２夜の報告テーマとも関連する

論点に議論が及んだ。 

 

＜第２夜＞ 

 「患者・市民参画」班より、リスク・コミ

ュニケーション、コミュニティ・エンゲージ

メント、研究への患者・市民参画（PPI）の

3つに注目し、これらの国際的な定義や英語

圏での取り組みの先例が報告された。

COVID-19対策や研究において、患者・市民

参画や協働が不可欠であるという声明や、

実践手法をまとめたガイドライン等が紹介

された。また、国内の感染者による体験談の

データベース構築、東京都の宿泊療養施設

で実施したアンケート調査結果から、人々

からどのような不安や要望、メッセージが

寄せられているかの分析結果が報告された。 

 「偏見・差別」班からは、COVID-19感染

者に対する差別的言動のきっかけであると

指摘されている、感染者の情報公表に焦点

を当てて報告がなされた。都道府県および

保健所設置市の情報公表を調査し、厚生労

働省による公表基準に照らして、公表する

情報と公表しない情報がどの程度公表され

ていたか、分析結果が示された。また、企業

による従業員の感染に関する実態として、

プレスリリースの調査結果が報告された。

加えて、韓国と日本で行ったウェブ調査か

ら、両国の市民の間で感染者の情報公表に

対する意識の違いがあるという点が指摘さ

れた。 

 「地域包括ケア」班からは、コロナ対策に

よって、地域包括ケアの理念の実行が困難

な状況に置かれたという問題意識を出発点

に、感染対策と地域でのケアの実践との間

のジレンマや工夫について、複数地域の団
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体に実施した聞き取り調査結果が報告され

た。4大都市圏において、福祉サービス従事

者や提供責任者、事業経営に及ぼした影響

等、濃厚接触者と判定された福祉サービス

利用者の事例とともに紹介があった。また、

陽性者確認のタイミングにラグがあった特

定地域の事例をもとに、感染拡大状況に伴

う人々の意識や行動の変化が考察された。 

 「リスク・コミュニケーション」班からは、

国際的な定量的調査を実施し、市民のリス

ク認知の結果を分析した結果が報告された。

特に日本では、恐ろしさや未知数が高いも

のとして、COVID-19を危険視しており、そ

れらが人々の感染防止行動とも関連してい

た可能性が指摘された。また、統計に埋もれ

がちな当事者や少数者の意見を明らかにす

るために実施した市民との継続的対話に基

づき、類型化した一般的論点およびワクチ

ンをめぐる論点、インプリケーションが示

された。加えて、スケッチ・ダイアログの手

法として汎用化することの意義や課題が提

起された。 

 総合討論・質疑応答の時間では、参加者か

ら、公衆衛生の施策に患者の声を生かす際

に、短期的な場合と中長期的な場合それぞ

れどのような方法や違いがあるのかという

質問があり、「患者・市民参画」班の視点か

ら回答があった。関連して、市民からの声

を、施策を作る国や自治体に届けるための

手段についての質問があり、政府の対策や

東京都のアドバイザーに関与している立場、

地域の現場の聞き取りをしてきた立場とし

て、各報告者より回答がなされた。さらに、

地域における感染者確認とプライバシー保

護の問題、自治体による感染者の情報公表

のあり方、感染症に対する人々のリスク認

知を政策決定者が把握すること、地域の福

祉・ケアの現場にいる実践者の声をどのよ

うに施策に生かせるか、といったような、4

つのテーマが相互に関連する議論に発展し

た。 

 

（２）参加者アンケートの結果 

本イベントには、第 1夜は 92名、第 2夜

は 111 名の事前申し込みがあり、終了後の

参加者アンケートには計 44 名の回答があ

った。立場は研究者・学術関係者 24 名

（54.4%）、医療・介護・障害福祉従事者 12

名（27.3%）、患者・障害者・家族・当事者団

体関係者 7 名（15.9%）、学生 4 名（9.1%）、

一般 8 名（18.2%）、属性について性別でみ

ると、男性 10名（22.7%）、女性 30名（68.2％）、

答えたくない 4 名（9.1%）、年代別では 20

代 3 名（6.8%）、30 代 7 名（15.9%）、40 代

14名（31.8%）、50代 6名（13.6%）、答えた

くない 2名（4.5%）であった。 

 発表の内容に関して、「様々なアプローチ

の説明が聞けて興味深かった」、「感染症対

策にフォーカスし、倫理面がなおざりにな

ったことに気づかされた」、「感染者・家族の

意見をどのように行政に反映させるかとい

う点について興味をもった」等の感想があ

った。 

また、手話通訳・文字通訳に関しては、「手

話や文字通訳が時間差なく確認できた」「通

訳があったから参加できた」、「文字通訳の

おかげで、うまく聞き取れないところを理

解できた」「ELSI関連のテーマに限らず、情

報保障がもっと広まってほしい」等、聴覚障

害がないと思われる参加者も含め、好意的

な意見が多く寄せられた。 
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2. 考察 

 COVID-19対策で生じたELSIの論点をマッ

ピングし、7つのサブ・テーマごとに活動し

てきた本研究班の活動成果を、オンライン

イベントを通じて対外的に発信した。第１

夜、第２夜ともに、報告者同士での活発なデ

ィスカッションや参加者との質疑応答が行

われ、法令制度および人権保護とデジタル

技術、感染症に対する未知性・恐怖感と情報

公表、地域における感染者のプライバシー

保護、患者・市民参画とリスク・コミュニケ

ーションなど、相互に重なる議論が多く展

開された。参加者のアンケート結果からも、

多角的なアプローチからの発表に関心をも

ってもらえたことが伺えた。手話通訳・文字

通訳を取り入れたイベントは運営側やほと

んどの報告者にとってはじめての経験であ

ったが、専門性の高い内容や固有名詞を含

む報告資料を通訳者に事前に共有すること、

発話やカメラのオンオフのタイミングに留

意して報告を行うことで、スムーズな進行

につなげられたと考えられる。 

 今回は、主として聴覚障害のある方への

情報保障として、手話通訳・文字通訳を導入

したが、すべての障害の特性に配慮した対

応ができていないという限界もあり、情報

提供の手段については、さまざまな工夫も

考えられる。もっとも、本イベントの開催を

通じて、報告者および参加者の双方ともに、

情報保障に対する理解と重要性の認識が高

まったという点での意義は高く、今後の他

のイベント運営にも資すると考えられる。 

 

3.結語 

 オンライン成果発表イベントの開催を通

じて、7つのサブ・テーマごとに、本研究班

のこれまでの研究成果の概要が発信された。

報告者同士の議論が深まることで、研究成

果の相互参照やさらなる発展につなげたい。 

 また、リアルタイムでの遠隔による手話

通訳・文字通訳の導入を通じて、聴覚障害の

有無にかかわらずより多くの方に参加して

もらうことができた。本会の開催を契機に、

運営ノウハウや課題点が共有され、今後も

さまざまな機会において情報保障に配慮し

たイベントが実現することを期待したい。 
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D．健康危険情報 

（分担研究報告書には記入せずに、総括研
究報告書にまとめて記入） 

 

E．研究発表 

1.論文発表 

なし 

 

2.学会発表 

 なし 

 

F．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3.その他 

なし 
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（資料）peatix公開ページ（https://covid19-elsi-night.peatix.com/） 
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